UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第8号
特定小電力機器 ミリ波レーダー

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[平成23年 総務省告示第507号(平成22年 無線設備規則 告示第212号)]
[電波法施行規則　告示第42号]
	60.5 （60 ～ 61）GHz、
76.5 （76.0 ～ 77.0）GHz
79.0　(77.0 ～ 81.0) GHz

	周波数の偏差 （×10-6） 
	上記の指定周波数帯


	占有周波数帯幅の許容値
[平成18年 無線設備規則 告示第659号]
	500MHz(60.5GHz)、1 GHｚ(76.5 GHｚ)　4 GHｚ(79.0GHz)

	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]

	帯域外領域におけるスプリアス発射の強度

：100μW 

スプリアス領域における不要発射の強度

： 50μW


	空中線電力

指定値 [電波法施行規則告示 42号]
偏 差 [無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値 ： 0.01W以下　(但し79.0GHz帯は平均電力）
但し79.0GHz帯においては、占有帯域幅が2GHz以下の場合は、5μW/MHz以下であること
偏 　差 ： ＋50％　　-70％


	送受信装 置以外のその他の装置
[無線設備規則 第九条の四、八]
	混信防止機能：：電波法施行規則第6条の２第5号に規定する機能

	その他
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	・送信空中線利得 40dBi以下　但し、79.0GHzは35dBi以下
・一つの筐体に収められており、かつ容易に開けることができないこと。ただし空中線系については除く
・通常の温湿度、振動で問題なく動作すること（79.0GHz帯除く）

・計測時以外の電波の発射停止（79.0GHz帯除く）
・人体への曝露：任意の体表面1 cm2当たり五2 mW/cm2(令和元年5月20日以降)
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